
安倍政権６年間の実績と今後の進路

自由民主党 総務会長

衆議院議員 加藤 勝信

２０１８年１２月２０日



1

日本の課題への対応と成果
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1997年
534.1.兆円
（名目）

2009年
489.5兆円
（名目）

2017年
546.6兆円
（名目）

（兆円）

（暦年）

日本経済は回復基調

GDPの推移

名目GDP
実質GDP

（資料出所）内閣府「国⺠経済計算（GDP統計）」
（備考） １．実質値は連鎖方式、2011（平成23）暦年価格。

２．1993（平成5）年以前は「平成17年基準⽀出系列簡易遡及（1993SNA）」、実質値は基準年を2011（平成23年）暦年に変更した参考値。
３．1994（平成6）年以降は「2018年４-６月期 ２次速報値 <2018年９月１０⽇公表>」（2008ＳＮＡ、平成23年基準値）。

2018年4月–6月期
552.8兆円（名目）

2012年
495.0兆円
（名目）
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アベノミクス三本の矢

【第一の矢】

大胆な金融政策

【第二の矢】

機動的な財政政策

【第三の矢】

民間投資を喚起する

新たな成長戦略
日本再興戦略 –JAPAN is BACK-

（平成２５年６月１４日閣議決定）

日本経済の再生 デフレからの脱却
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完全失業率と有効求⼈倍率の推移
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雇用情勢は着実に改善

（資料出所）厚⽣労働省「職業安定業務統計」 、総務省「労働⼒調査（基本集計）」
（備考）数値はいずれも季節調整値

完全失業率：左目盛
有効求⼈倍率：右目盛
有効求⼈倍率（正社員）：右目盛

完全失業率（％） 有効求⼈倍率（倍）

(暦年)
( 月 )
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国・地方の税収
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（資料出所）内閣府「⽇本経済の現状」（2018年４月）
（備考）「国」は一般会計税収、「地方」は地方税（超過課税・法定外税含む）、地方譲税及び地方法⼈税の合計

24 兆円

（兆円） （兆円）

（年度）

国・地方の税収の推移
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年代別の内閣支持率

63
56

52

44 44

55
52

18〜29歳 30代 40代 50代 60代 70歳以上 全体

（資料出所）⽇本経済新聞社世論調査（2018年6月22⽇〜24⽇実施）

⽀持率（％）
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日本の抱える構造的な課題



○ 団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全⼈口の18％となる。
○ 2040年には、⼈口は1億,1092万⼈に減少するが、一方で、65歳以上は全⼈口の約35％となる。

（資料出所） 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分した⼈口）」および「⼈口推計」、国⽴社会保障・⼈口問題研究所「⽇本の将来推計⼈口（平成29年推計）：出⽣中位・死亡中位推計

1990年(実績) 2025年 2040年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億2,254万人

65～74歳
1,681(15%)

20～64歳
5,543(50%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億1,092万人

７５

６５

歳

万人
２５０
万人 万人

５０ １００ １５０ ２００ ２５００

75歳～
2,239(20%)

20～64歳
7,611(61%)

～19歳
3,258(26%)

２０

５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～19歳
1,943(16%)

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

20～64歳
6,635(54%)

１５０ ２０００ ５０

2017年(実績)

65～74歳
1,767(14%)

75歳～
1,748(14%)

総人口
1億2,671万人

～19歳
2,159(17%)

20～64歳
6,997(55%)

５０ １０００

団塊世代
（1947～49年

生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

１００ １５０ ２００
万人
２５０

8

人口減少



9

一億総活躍社会の実現
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・ ⼥性も男性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場で、
地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全員参加型の一億総活躍社会を実現。

・ これまでのアベノミクス三本の矢
（大胆な⾦融政策、機動的な財政政策、
⺠間投資を喚起する成⻑戦略）

を一層強化

名目GDP600兆円の実現

・ 若者たちの結婚や出産の希望を叶える
子育て⽀援

・ 介護をしながら仕事を続けられる
社会保障基盤

希望出⽣率1.8の実現
介護離職ゼロの実現

・ 経済成⻑の隘路である少子⾼齢化に真正⾯から⽴ち向かう。広い意味での経済政策として、子育て⽀援
や社会保障の基盤を強化、それが経済を強くするという新たな経済社会システムを創る。「究極の成⻑戦略」。

子育て⽀援・
介護の基盤強化

消費底上げ・投資拡大
労働参加率向上・多様性によるイノベーション

成⻑と分配の好循環

ニッポン一億総活躍プラン（概要）



人口構造の変化（平成２５年１月から30年９月までの期間）

（資料出所）総務省「労働⼒調査（基本集計）」

○ ⽣産年齢⼈⼝（15〜64歳）： 444万⼈減

○ 就業者数：474万⼈増

・⼥性：328万⼈増
（うち 65歳以上：128万⼈増、15〜64歳：201万⼈増）

・男性：146万⼈増
（うち 65歳以上：164万⼈増、15〜64歳：18万⼈減）

○ 就業形態別
正規職員：147万⼈増、非正規職員：316万⼈増

○ 非正規職員増加の内訳
・⼥性：209万⼈増

（うち 65歳以上：93万⼈増、15〜64歳：116万⼈増）
・男性：108万⼈増

（うち 65歳以上：94万⼈増、15〜64歳：14万⼈増）

292万⼈増
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1. 働く⼈の視点に⽴った働き方改⾰の意義

2. 同一労働同一賃⾦など
非正規雇用の処遇改善

3. 賃⾦引き上げと労働⽣産性向上

4.罰則付き時間外労働の上限規制の導入など
⻑時間労働の是正

5. 柔軟な働き方がしやすい環境整備

6.⼥性・若者の⼈材育成など活躍しやすい
環境整備

7. 病気の治療と仕事の両⽴

8.子育て・介護等と仕事の両⽴、障害者の就労

9.雇用吸収⼒、付加価値の⾼い産業への
転職・再就職⽀援

10.誰にでもチャンスのある教育環境の整備

11.⾼齢者の就業促進

12外国⼈材の受入れ

13. 10年先の未来を⾒据えたロードマップ

働き方改革実行計画
（働き方改革実現会議決定 2017年３月２８日）



働き方改革｜時間外労働の上限規制

⻑時間労働者の構成⽐（週当たりの労働時間）

（資料出所）ILO「ILOSTAT Database」
（備考）⻑時間労働者の構成⽐については、2016年の各国の就業者一⼈当たりの週労働時間を⽰す（アメリカは2017年、⽇本は2015年）。

41 29.1

62.5 72.2
54.5

38.2 51.6

25.3
17.3

36.2

20.8 19.3 12.2 10.5 9.3

0%

50%

100%

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

40時間未満 40〜48時間 49時間以上

残業時間の上限を法律で規制すること等により、働き過ぎを防ぐことで、
働く方々の健康を守り、多様な「ワーク・ライフ・バランス」の実現をめざします。
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パートタイム労働者とフルタイム労働者間の賃⾦格差

フランス

ドイツ

イギリス

日本

87 

72 

72 

59 

フルタイム労働者の賃⾦=100

（資料出所）
• 独⽴⾏政法⼈ 労働政策研究・研修機構「データブック国際労働⽐較2018」
• ⽇本：厚⽣労働省（2018.2）「平成29年賃⾦構造基本統計調査」
• イギリス：Office for National Statistics(2017.10) 2017 Annual Survey of  

Hours and Earnings-Provisional Results
• イギリスを除く欧州：Eurostat Database”Structure of earnings survey 

2014”2017年11月現在

働き方改革｜同一労働同一賃金

不本意非正規の割合

[パーセン

85.7
%

（資料出所）
• 総務省「労働⼒調査」（2017年平均）
（備考）
• 「不本意非正規」とは、現職（非正規雇⽤）についた主な理由が

「正規の職員・従業員の仕事がないから」と回答した者。
• 割合は、非正規雇⽤労働者のうち、現職の雇⽤形態についた主な

理由に関する質問に対して、回答した者の数を分⺟として算出。

非正規雇用労働者

同一企業内における正規雇⽤と非正規雇⽤の間にある不合理な待遇差をなくし、
どのような雇⽤形態を選択しても、納得して働き続けられるようにします。
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女性の就業率・Ｍ字カーブの推移

（資料出所）総務省「労働⼒調査（基本集計）」
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（資料出所）総務省「労働⼒調査（基本集計）」
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高齢者の就業率の推移と国際比較
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⾼齢者の就業率の推移(万⼈）

（資料出所）総務省「労働⼒調査（基本集計）」

各国の65歳から69歳の就業率(%)

52.9 

35.5 

25.7 

19.4 

8.0 

13.3 

25.3 

33.4 

27.0 

16.6 

11.9 

4.9 5.2 

18.8 

⽇本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリア スウェーデン

男性 ⼥性

（資料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働⽐較（2018）」
（備考）2016年値
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労働投入量と潜在成長率
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全要素生産性 資本投⼊量

労働投⼊量 潜在成⻑率

潜在成⻑率の推移

（資料出所）内閣府「⽉例経済報告」



y = -0.0735x + 178.57
R² = 0.6268
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（名目GDP（購買⼒平価ドル換算）/労働時間）

日本

アイルランド

スイス
デンマーク フランス

ドイツ

ベルギー

アメリカ

ルクセンブルク

ノルウェー

オランダ

カナダ

イギリス

スウェーデン

オーストリア

フィンランド オーストラリア

アイスランド

（労働者一⼈当たり年間総労働時間）

労働時間当たりの
名目GDP（USドル）
アメリカ 68.3
フランス 67.6
ドイツ 66.6
イタリア 53.6
イギリス 52.4
日本 43.0

（資料出所） OECD.Stat
（備考） １．2015年の値。

２．⻘丸は一⼈当たり名目GDP（購買⼒平価［Current PPP］ドル換算）が⽇本より大きい国。

生産性革命

労働⽣産性と総労働時間

成⻑戦略の核となる「⽣産性⾰命」により、過去最⾼の企業収益を設備投資につ
なげるとともに、AI、IoT、ロボットなど第４次産業⾰命の社会実装による
「Society5.0」の実現を進めていきます。
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円滑な労働移動

（資料出所） 厚生労働省「労働経済動向調査」
（備考）１．「正社員等」とは、雇用期間を定めないで雇用されている者又は1年以上の期間の雇用契約を結んで雇用されている者をいい､パートタイムは除く。

２．シャドーは景気後退局面を示している。また、図の数値は、X-12-ARIMAにより独自で作成した季節調整値（後方３四半期移動平均）を使用。

（％）
正社員等の中途採用を実施している事業所割合の推移
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ

2009 10 11 12 13 14 15 16 17 18

30～99人

1,000人以上

全規模企業100～299人

300～999人

キャリア・チェンジ、キャリア・アップを希望する労働者の視点に⽴って、円滑な労働
移動が実現されるような環境整備を加速します。
⇒ 企業と企業をつなぐ⽀援策から、⼈と企業をつなぐ⽀援策へ
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（単位：千⼈）

（資料出所）厚⽣労働省「外国⼈雇⽤状況の届出状況（2017年10月末現在）」
（備考）
１. （ ）は、前年同期⽐を⽰している。
２. 「専門的・技術的分野の在留資格」とは、就労目的で在留が認められるものであり、経営者、技術者、研究者、外国料理の調理師等が該当する。
３. 「⾝分に基づく在留資格」とは、我が国において有する⾝分⼜は地位に基づくものであり、永住者、⽇系⼈等が該当する。
４. 「特定活動」とは、法務大⾂が個々の外国⼈について特に指定する活動を⾏うもの。
５. 「資格外活動」とは、本来の在留目的である活動以外に就労活動を⾏うもの（原則、週28時間以内）であり、留学⽣のアルバイト等が該当する。

外国人材の活用

在留資格別にみた外国⼈労働者の推移

中⼩企業等の⼈⼿不⾜の深刻化を踏まえ、一定の専門性･技能を有し即戦⼒となる外
国⼈材に関し、就労を目的とする新たな在留資格を創設予定。
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高齢化への取組



社会保障給付費の推移と社会保障関係費

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成27年度社会保障費用統計」、2016年度、2017年度、2018年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2018年度の国民所得額は「平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成30年1月22日閣議決定）」

（注１）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2018年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

※ 福祉その他は、2000年度以降は、介護対策を除いたもの。

2018年度の⼀般歳出と社会保障関係費

歳出
９７７，１２８
（１００．０）

社会保障
３２９，７３２

一般歳出
５８８，９５８

国債費
２３３，０２０

地方交付税
交付金等
１５５，１５０

その他
９３，８７９

公共事業
５９，７８９

文教及び
科学振興
５３，６４６

防衛
５１，９１１

社会保障給付費の推移

（注２） 計数整理の結果、異同を生ずることがある。
（注３） 計数については、四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。
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0
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100

110

120 年金

医療

介護対策

福祉その他※

1人当たり社会保障給

付費 年

福祉その

医

一人当たり社会保
障

2010
(平成

1990
（平成

1980
（昭和

1970
（昭和

1960
（昭和

1950
（昭和

（兆 （万

47.

24.

3.5

0 0.

105.4

2000
（平成

78.

2018
(予算

121.3

介

一般歳出に占める
社会保障関係費の割合
→ 約56％（329,732億円）
（うち、介護は31,153億円）

※2000年は約35％（167,666億円）
（うち、介護は12,589億円）
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高齢化

0

2,000

4,000

2000 2015 2025 2040
0

2,000

4,000

6,000

8,000

2000 2015 2025 2040

＜65歳以上人口＞ ＜15歳〜64歳人口＞

（資料）総務省「国勢調査」「人口推計」（2015年まで）、国⽴社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 平成29年推計」（出生中位・死亡中位推計）（2016年以降）

65歳〜74歳

25年間 15年間

2,180

+142.0%

2,204

901

75歳以上

3,677

高齢者人口
の急増

+66.8%

3,921
+6.6%

高齢者人口
の増加が
緩やかに

2,239+2.7%

8,638 7,170 5,978

25年間 15年間

▲17.0% ▲16.6%

⽣産年齢
人口の減
少が加速

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て65歳以上に

団塊の世代が
全て75歳以上に

団塊ジュニアが
全て65歳以上に

15歳〜64歳

○ ⼈口構造の推移を⾒ると、2025年以降、「⾼齢者の急増」から「現役世代の急減」に局⾯が変化。

2024年までの人口構造の変化
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（資料出所）⽂部科学省「平成28年度体⼒・運動能⼒調査」

高齢者の身体面の変化

18.3% 14.0%
10.8% 10.3%

48.3%
46.7%

42.3% 42.8%

14.7%
19.7%

27.4%
26.1%

9.7% 10.7% 10.8% 10.4%

0%

100%

1998 2004 2009 2012

65歳以上

80歳以上

60歳以上

75歳以上

70歳以上

（年度）

37.7 

34.6 

30.4 

36.8 

33.5 

29.6 

42.2 

38.9 

35.2 

41.7 

38.3 

35.5 

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

65～69 70～74 75～79 65～69 70～74 75～79

⼥性

（点）

男性

（年齢）

新体⼒テストの合計点の年次推移 「⾼齢者とは何歳以上か」との質問への回答

（資料出所）
 〜2009年度：全国60歳以上の男⼥へのアンケート調査（「⾼齢

者の⽇常⽣活に関する意識調査結果」より）
 2012年度：昭和22年〜24年⽣まれの全国の男⼥へのアンケート

調査（「団塊の世代の意識に関する調査結果」より）

2016
1998



1,559 1,194 

7,596 
5,978 

1,767 

1,681 

1,748

2,239

2017 2040

25（資料出所）総務省「⼈口推計（平成29年10月）」、国⽴社会保障・⼈口問題研究所「⽇本の将来推計⼈口 平成29年推計」

0〜14歳

15〜64歳

65歳〜74歳

75歳〜

日本の⼈⼝構造の変化（万人）

（実績） （推計）

7,659

２０１７年現在と2040年の人口構成

12,671

11,092



健康寿命と医療費

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

健康寿命上位の県 健康寿命下位の県

y = -1.2348x + 109.59

R² = 0.2127

60

70

80

90

100

15.0 25.0

＜65歳以上就業率と医療・介護費 (27年度)＞＜健康寿命上位県・下位県の生涯医療費の比較＞

（グラフ出典）65歳以上就業率は「国勢調査」。年齢調整後1人当たり医
療費は、市町村国保と後期⾼齢者医療における年度データ。年齢調整後
1人当たり介護費は、１号被保険者を対象に集計した年度データ。

（グラフ出典） 厚生労働省「国⺠医療費」、「患者調査」、「ＮＤＢデータ」、「都道府県別
生命表」、「人口動態調査」 総務省「10⽉１日現在人口推計」、厚生労働科学研究「健
康日本21（第⼆次）の推進に関する研究」を基に、厚生労働省において推計。

年
齢
調
整
後
１
人
当
た
り
医
療
・
介
護
費(
万
円)

65歳以上就業率
(%)

相関係数
-0.46程度

健康寿命と生涯医療費の関係 就業による健康の保持（医療・介護の需要減）

生
涯
医
療
費(

万
円)

上位：2,611万円
平均寿命83.9年
健康寿命73.3年

下位：2,803万円
平均寿命83.7年
健康寿命72.3年

⽣涯医療費は、健康寿命上位の県が健康寿命
下位の県を6.9%（192万円）下回っている
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日本の目指すべき社会
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（資料出所）国連「World Population Prospects」
（備考）カザフスタン、ベトナム、インド、インドネシア、⽇本は2015年の値、その他の国は2009年の値

高齢化の速度
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（資料出所）Global Health Observatory (GHO) data
（備考）平均寿命、健康寿命は2015年のデータ
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⽇本は、先進７か国の中で、最も⻑い平均寿命、健康寿命となっている。
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